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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎ 講 演 会等/Lec加resatMSTEP
1/10(木)「英 国 にお け る科 学 の普 及 活動 につ いてj
Dr.GeoffreyP.Thomas(オックス フォ ー ド大 学)
/16(水)「国 際 交流 と教 育 指導 」
柳 下 和夫(三 菱 電 機 籔 開発 部 情報 電 子 研 究所)
/21(月)「TheSpi11-overEffectsofDefenceTechnologiesj
Dr.NathanRosenberg(スタ ンフォ ー ド大 学)
/29(火)「科 学技 術 分 野 に お け る大学 の新 しい役 割 につ い て」
Dr.DorothyZinberg(ハーバ ー ド大 学)
◎当研究所客員研究官 清家彰敏が穀 日本経営協会の経営科学研究奨励金 を「経営
意思決定 におけるファジィとアンビギュイテ ィの概念 に関する研究」に対 して受
賞 しま した。
2.第2回科学技術政策研究国際 コンフ ァレンスの開催結果 につ いて(報 告)
平成3年1月24日(木)か ら26日(土)に かけて大磯 プ リンスホテルにおい
て第2回 科学技術政策研究国際 コンファ レンスを開催 した。
この コンファレンスは、科学技術政策研究 における国際的 なネ ッ トワー クの構築、
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当研究所 にお ける研究成果 の普及、所外有識者 との意見交換 を通 じた研究活動の高
度化、今後の中長期的研究活動の発掘等 を目的 として いる。
今回 は、 日本を含 め18ヵ 国及 び1国 際機関(EC)か ら計173名 が参加 した。
(主な参加者 は、政策研 ニュースNo.26参照)今 回のテ ーマは、昨年 の第1回 に
引 き続 き、 「科学技術政策研究 一側をすべきか?何 がで きるか?一 」 とし、世界
各国の科学技術政策研究者 が これ まで行 って きた研究や現在手掛 けて いる研究の発
表 と討論 を行 うとともに、政策立案当事者の参加 を得て、研究者 との意 見交流を図
った。
以下 は本 コ ンファレンスの結果の要約 である。
1月24日 及び25日 の両 日に25人 の講演者が科学技術政策研究 の様々な課題
について発表を行 なった。 これ らの講演を6つ のカテゴ リーすなわち①企業 レベル
での企業活動 、②業種 レベルでの企業活動、③科学技術政策研究 、④技術の普及、
⑤技術革新 プロセス及 び⑥人材 に整理 してその要約を記す。
1.企 業 レベルでの企業活動
児玉文雄 は、製造企業 が生産す る組織か ら思考す る組織へ と大 きな変貌を遂 げた
ことを述べ、第2次 世界大戦以降の、 日本における研究開発費の伸 びを分析 した。
新製品生産の際に フレキシブル生産性 システム(FMS)の 支援 を受 けたソフ ト・
オー トメーシ ョンを採用することで、機械の リプログラ ミングが可能 になり、機械
を交換す る必要 がな くな った。厳密 にはコ ングロマ リッ トで も、持株会社で もない、
新 しい形態 の製造企業 が出現 しっつあ り、 こうした企業 は研究開発能力 に大 きく依
存 するもの と思 われ る。
ロン ・ジ ョンス トンは組織内の無形資産(intangibles)に触れ、境界の消失 お
よび異分野間 の関係強化の必要性 につ いて述べた。企業 にとっての無形資産 とは、
業者、顧客、 サプライヤー間、また製品 とサー ビス間 に存在 する ものが含 まれ る。
ジョンス トンはさらに、S&Tへ の公的な関与 と、変化の様 々な側面を結 びつ ける
政府の役割 につ いて述べ、人材養成 に対 する政府の奨励策 を例 に挙げた。
キー ス ・パ ヴィッ トは、米国特許取得データをベースと して、大規模 な技術革新
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を実現す るには、本国に物理的に近 い場所 が最良であ ると述べた。 ともに仕事 をす
る ことで暗黙 の了解 となる知識 が統合 され、企業の力 となる。 これは、本 国か ら物
理的 に離 れていた場 合では不可能 である。
武藤英一 は、 日本 の企業お よび図研は研究組織を設 ける基礎研究実施にお ける管
理面の アプローチを変更す る必要性があ ると述べた。 そ して、 日本 におけ る組織 の
慣習を破 る、新 しい刺激が必要 であると結論づ けた。
企業 が構造変化を実施す るためには、エ ンジニアや研究者 に とって魅力的 な企業
にな らねばな らない。馬場準一 と鈴木博 は、魅力的 な企業 を作 るには企業 自体 の努
力 もさることなが ら、周辺の人間(stakeholders)の影響 も大 きいと述 べた。優秀
なエ ンジニアを採用するため には、企業 はエ ンジニアの母親や大学の教授 とい った
関係者 とも密接 な連絡 を取 る必要が ある。
/
2.業 種 レベルでの企業活動
丹羽冨士雄 は特許 出願の データを用いて、産業技術 の構造的変化を定量化 した。
複数のテ クノロジーを関連 させ ることで、 「基幹テ クノロジー」 という新 しい概念
が導 き出され る。基幹 テクノロジーは、複数の特定技術に共通す るテクノロジーを
指す。測定 は、基幹 テ クノロジーの要素値(factorscores)に基づ いてい る。 そ
の結果1976年 と1986年 を比較 すると、一部の産業分野では後者 のほ うが技
術の集中度が低い ことが分か った。
弘岡正明は、 日本の化学産業の歴 史的構造変化を分析 した。最初 の変化は、石炭
か ら石油への供給原料の移行であ る。第2の 変化は 「新世代化学工業」であ り、 こ
れは現在進 行中である。 これ は成熟 した産業 における過当競争か らの生 き残 りを目
指 す ものであ る。化学産業 は、バイオテクノロジーやエ レクロ トニ クス情報テ クノ
ロジーとい った新分野を開拓すべ く、再編成 が行なわれて いる。
3.科 学技術政策研究
ナザ ン ・ローゼ ンバー グは、我 々は今、急速 に多様化 ・複 合化 しつつあ る科学技
術革新の新 しい ウェー ブの霧の中にお り、 これ らの連鎖の性質 を理解す る試 みがほ
とん ど行 われていない状況にあ ることを示 した。 これに加 え、科学の進展 はますま
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すハイテク企業 の開発 に依存 して きてお り、技術 が しば しば科学を発展 させ る機能
を担 って いる。我 々は、研究開発の うちの開発によ り注意 を払 う必要があ り、 いか
に研究 のための ツールが生産のための ツールになるかを理 解 し、科学 と技術 の間の
関連を形成 して いる構造的な条件 を改善 すべきであ ると指摘 した。
ビヨル ン ・ウィッ トロックは、欧州 における社会科学 と科学技術政策の発展 につ
いて述べた。多 くの欧 州諸国 において福祉国家 の介在を促進 させた60年 代 と70
年代 の主要な変化 は、結果 として、大学 にお ける政策研究機関の設立 とい う形 で政
策指向性 の社会科学 に対す る要求を増大 させた。彼は、 これ らの機 関が社会科学研
究 と技術研究 ・方法 の間の より高度の関連を もた らした と指摘 した。
竹 内啓 は、科学技術政策研究 の範囲につ いて言及 した。科学技術 の振興を目的 と
しない政策を実行す る結果 として科学技術活動 に影響を及 ぼす ことがある。 したが
って科学技術政策研究 は、その視点を広 げ、社会的 な事象 に も目を向けるべ きであ
る。
また新 たな視点は伝統的な予測の有効性 にゆ らぎを与 える もので もある。ペ 一夕
ー ・フ ァン ・デア ・シュ タールが示 したよ うに、科学技 術の活動が動的 な もの とな
って いるため、決定的 な仮定は予測 とは逆 の結果の理由 とな り得 る。
この議論 を発展 させ ると、我 々は科学技術政策研究の弱点 を考慮すべ きことにな
る。ヘルマー ・クル ップが指摘 したように、天然資源の利用において、外部不経済
(公害)を しば しば無視 するとい う不注意 を冒 している。そ して経済の繁栄 と成長
とを同一 と考 えて しまいがちであ る。 このよ うな考え方か らは、発展途上国 の こと
は二の次にな って しまいがちであ る。
4.技 術の普及
多 くの講演者 が技衛の普及 に影響 を与え る技術革新 について異 なる視点か ら言及
した。特に強調 すべ き課題 は、組織 、 リスクアナ リシスの応用、科学技術に対 する
大衆 の態度、異 なる国における技術移転の異 なるモー ドであ った。
4-1組 織
ドン ・キ ャ ッ シュ は、技 術 革新 に イ ンパ ク トを与 え る組 織 の シ ステ ムを維 持 す る
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方法によ り十分な考慮 を払 うべきであ り、 その組織 は しば しば 「ブラック ・ボ ック
ス」 として取 り扱 われ ることを強調 した。彼が同定 した成功のための要素には、試
行錯誤的 アプローチの受 け入れ、多様な専門的知識 の総合化、イ ンクリメ ンタルな
技術革新 に対す る予備的な注意の集中、絶え間無 い競争が含 まれて いる。
フランツ ・レーナーは、全ての組織的 システムを考慮する ことによって技術を市
場 の変化 に整合 させ ることがで きると指摘 した。彼 は、欧州 の市場 は大量生産や価
格競争か ら顧客 の要求 に合 った生産、品質の競争 に シフ トしてい ると述 べた。 この
変化 に対応 するため、彼 は、組織 を分散 させ、熟練 した労働力 と今 日の 生産活動 を
結 びつ け、人材 を高度 に活用す るシステムとして 「人間中心(Anthropocentric)
生産 システム」を主唱 した。
4-2リ スクフ ァクター
グランジャー ・モルガ ンは、政策担 当者が取 り扱 う不確実性 は、彼 らが与え られ
た経験的 なデータの不確実性 であ り、 また原因 と結果の構造的 な関係の本質 に伴 う
不確実性で あると述 べた。専門家 による判断が単独 で行われ ると、 それは陳腐 な政
策決定 にっ なが るバイアスを容易 にもた らす。不確実性を明解 にす るのを助 けるた
め、かれは、決定理論の応用 を主唱 した。
4-3大 衆 の態度
長浜元 は、 日本 におけるこの10年 の間 に、社会に対す る科学技術の寄与 が肯定
的 に受 け入れ られ るよ うにな ってきた ことを述べた。大衆は、科学を高い ステイ タ
スの職種 と認識 し、科学者を一般 に信頼 できる者 と見ている。 しか し、若 い世代 に
は気 にかか る両面価値を持 っている者 がいる。同氏 は、20才 台の男性 の科学技術
問題 に興味を示 している割合が確実に減少 してお り、若年者の製造業離 れに影響を
与 えることを指摘 した。
4-4異 なるモー ド
チ ョン ・オー ク ・り一は、技術 と経済の関係 を用いて韓国産業 の構造的変化を紹
介 した。80年 代半 ばまで、技術政策 によ って国家 の研究開発 システムを構築 は し
一5一
たが、韓国経済 を加速度的に発展 させたのは、その技術ではな く熟練労働の活用に
よってであった。80年 代半 ばに構造的変化が起 きた、すなわ ち、民間が国産化の
努力を開始 した。 これは、産業 の発展 が技術 によ る付加価値増加 の段階への移行を
示 す明確な徴候 である。
フ リーダー ・メイや一 一クラーマーは、統一 ドイ ツの科学技術 に起 きてい る構造
的な変化を分析 し、予測 した。近い将来旧東 ドイツ部分 の研究 開発支出の大 きな減
退 が予測 され る。東 にある設備 の整 っていない大学 にとって産業指 向の研究は重荷
とな るであろ う。 しか し長期的 には、市場戦略 と革新的な研究開発が安定成長のた
めの不可欠 な基盤 と考 え られ る。
ドン ・イー ・チ ャンは、中国の科学技術 システムを3つ の レベルに分類 して発表
した。すなわち、①経済発展の促進、②ハイテク産業 の発展 及び③基礎研究 の強化
である。産業 の研究開発 の拡大 に向けて シフ トが生 じている。また、科学及 び技術
に対 し未だ 自由が制限 されて いるものの、市場 は商業的 に価 値のある技術革新 への
移行 に向 け解放 されつつある。
5.技 術革新 プロセス
本節 では、児玉文雄が最近提唱 している概念、即 ちディマ ン ド・アーテ ィキ ュレ
ーシ ョンにっ いて述 べよ うと思 う。それ と言 うの も、い くつかの論文 は この概念 を
用いて包括的 に取 り扱 えることがわか ったか らであ る。
す なわち、線形 モデルか らディマ ン ド・アーテ ィキュ レー ション過程 へ と視点を
移す ことで把握す ることので きる技術パ ラダイム ・シフ トがある。今回寄せ られ た
論文の中で も、 とりわけス タンレイ ・メ トカル フの論文 は理論的 に児玉 の議論 と一
致 して いる。 メ トカル フの斬新なアプローチによると、経済の変化 は経済的 な多様
性 を派生 させ るメカニズム とそれ らの相互作用 とによって引 き起 こされ る。 また同
氏 の議論は単一 の技術革新 についてのみではな く、む しろ特定 の範 ち ゅうに組 み込
まれた中で派生 してい る一連 の技術革新の連続性 に注目 してい る。 それ ゆえ、 この
連鎖 の展開が、 これ らの技術革新を包括す る過程 と経済構造の変化 とを結 びつけ る
ものであると している。結論 と して、動的な現実の社会 において見 いだす ことので
きる方向性 と性質 とを決定 する ものは線形モデルの因果関係ではな く、 デ ィマ ンド ・
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?アーテ ィキュ レー ションの過程であ ると言 うことがで きる。おそ らく、竹内精一 の
論文は、 この 「ディマ ン ド・アーティキュ レー ション」仮説 を実証 的に支持す るも
のである。 オプ トエ レク トロニクス企業 の発展段階を説 明する過程 で、光 ファイバ
ーケー ブル網は公共電気通信 の基幹 としてのみな らず、その他の利 用を も前提 と し
て敷設 されてお り、その結果 として近い将来には一般家庭 にまで も延長 され るであ
ろ うとい う明快 な展望 を示す ことで実証 してい る。同氏は、光 ファイバーの技術革
新過程 に関 して、開発 目標、現象、概念、材料、製造工程、 そ して市場 とい うパ ラ
メータか ら構成 され る 「スパイ ラル技術革新モデル」を提唱 した。技術革新のサイ
クルを第一層か ら第二層へ、そ して第三層へ と立体的 に移動す ることで、各 々のパ
ラメータの程度が洗練 されてい く過程を見事に説明 している。技術 、市場、 そ して
生産等 に見 ることのできる複数 の フィー ドバ ックは、明 らかに、新 しい技術革新の
サイクルを さらに発展 させ る原動力 として作用 している。技術的変化 に関す る視点
の変遷は、科学技術政策 に関する再考を必要不可欠 にす るものであ る。メ トカル フ
氏が表明 したよ うに、我 々は この過程か らの視点を技術政策 に有効 に反映 させ るこ
とがで きる。即 ち、政策 とは行動 を変化 させ るべ きものであ り、 また変化 における
多様性を創造 させ るべ きものである。 そして、それに続 く過程 は、誰がそ してどの
時点で競争 における雌雄 を決す るかを選択 するよう決 め られ ることにな る。
6.人 材
これ らの講演 に加え、人材 に関 するセッションのモデ レー ターの一人であ るグ ラ
ンジャー ・モーガ ン氏の取 りまとめは評価すべ きものであ る。人材問題では、 ドロ
シー ・ジ ンバーグ、 リチ ャー ド・ドゥ ・ヌフッビル、西潟千明、 そ してイ ラ ・デラ
セ ンタの各氏 が論文の発表 を行 った。
科学者 ・技術者の問題 は、経済発展か らみた科学技術 の重要性 とい う視点か ら強
調 されてい る。今や、人材が研究開発活動 にお ける不可欠な投資の中心的 な要因 と
な って いることは明 らかである。 さらに、賃金 とい った観点 で研究人材 の確保 を考
え るだ けでな く、人間個人 そ して社会の枠組みの中で考えるべきであ る。各国毎 に
状況 は異 な るが、人材 に関す る問題 はやがて各国共 に類似の様相を呈す ることにな
るであろ う。高 い教育訓練 を受 けた人 々は、科学技術を推進 する世界共通 の市民 と
な るか らであ る。
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最終 日の1月26日 に は、 ラ ウ ン ドテ ー ブル デ ィス カ ッ シ ョ ンを行 った。 この ラ
ウ ン ドテ ー ブ ルデ ィ スカ ッシ ョンで は 、 ナザ ン ・ロ ー ゼ ンバ ー グ と竹 内 啓 が 司会 を
行 った。 児 玉 文 雄 が2日 間 の発 表 の報 告 を行 った後 、 ジ ョン ・マ ク ター グ、 パ ウ ロ ・
フ ァゼ ラ、 猪 瀬 博 が政 策 立 案 の観 点 か らコ メ ン トを述 べ た。
ジョン ・マク ターグは、経済政策、安全保障政策、世界的 ・地域的政治 といった
政策 にお ける科学技術の役割がますます重要 になってきている ことを強調 した。 マ
クターグ氏はカール ・ウィレンブロック(米 国NSF)の 意 見を紹介 しつっ、科学
技術政策研 究は政策決定の ことをよ く考えて行 う必要 があると主張 した。政策研究
は現実 を反 映す る必要があ り、現実 に基づいた指標は、計画や政策 の有効性 の評価、
改善 にとって重要で ある。
パ ウロ ・フ ァゼ ラは、大規模研究開発 プロジェク トの重要 な側面 にっいて論 じた。
一つは、科学者 と政策決定者の意思疎通が重要 であ る。二つ 目は、大規模 プロジエ
ク トは学際的なア プローチが必要 であることか ら、 プロジェク トが取 り扱 うテーマ
によ って、研究組織 を構成す る必要 がある。 すなわち、 あるものでは、様 々な分野
の科学者 ・技術者 をネ ッ トワークで結ぶ ことが最 もよい方法であ り、 また別のプ ロ
ジェク トでは、核 となる研究開発セ ンターをつ くってそれ につながるかたちでサブ
とな るい くっかの研究所を配 するとい う方法をとるべ きで あろ う。
猪瀬博 は、科学技術政策研究 と して これか ら何をなすべ きかを語 った。議論 の背
景 とな って いるのは現在が変化 の時代であるとい うことである。最 も重要な課題 は、
いか にして科学技 術研究活動 の創造性を高 めるか、であ る。創造性 を得 るためには、
研究者 の若返 りとともに、創造 は新鮮なアイデアか ら生 まれることを考 えると、興
味や感動 が重要で あること、論理的思考 よ りひらめきを重視すべ きこと、な どが考
え られ るのではないか。
この コンファレンスで、参加者 は科学技術政策研究 に対 する深 い理解 を得 ること
がで きた。 また、科学技術政策研究への新 たな挑戦が出てきた。
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最後 に、川 崎雅弘が科学技術政策研究所を代表 して、すべての参加者 にコ ンファ
レンスの成功 につ いての感謝を述 べるとともに、次回のための プログラム企画委員
会を国際的な レベルで組織す るとい う提案がなされ賛意 を得た。
なお、当研究所 と しては、今回のコ ンファレンスの議論の中か ら、科学技術政策
の企画 ・立案 に重要 と考 え られ る問題意識等を整理 し、政策立案 と政策研究 をっ な
ぐ資料を作成 する予定 である。 これ らを通 じて、今後のわが国 の科学技術政策の展
開 に資す るよ う努あてい くこととしている。
?
ー
?
(コン フ ァ レ ンスの会 議録 につ いて は、 第3調 査 研 究 グル ー プで と りま とめ る こ と
と して い る。)
(第3調 査 研 究 グル ー プ)
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